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令和６年度税制改正大綱（子育て支援関係）について 

 令和５年１２月１４日、自由民主党および公明党から「令和６年

度税制改正大綱」が公表されました。今回は、税制改正大綱の中か

ら、「子育て支援に関する政策税制」を中心に紹介していきます。  
 この「子育て支援に関する政策税制」については、大綱の中で、

「子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、こどもを扶養する者

に万が一のことがあった際のリスクへの備えなど、様々なニーズを

抱えており、子育て支援を進めるためには、税制においてこうした

ニーズを踏まえた措置を講じていく必要がある。」としています。

そして、以下の（１）から（３）については、令和６年度税制改正

の基本的考え方の「６．扶養控除等の見直し」と併せて行う子育て

支援税制として、さらに令和７年度税制改正において以下の方向性

で検討し、結論を得るとしています。  
 （１）子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充  
 （２）子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充  
 （３）子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充  
 このうち、「（１）および（２）については、現下の急激な住宅

価格の上昇等の状況を踏まえ、令和６年限りの措置として先行的に

対応する。」としています。  
 今回は、この（１）から（３）について紹介していきます。  
（１）子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充  
 住宅ローン控除については、令和５年度税制改正においても改正

されていますが、図１の赤字部分について、新たな措置が設けられ

る予定です。  
大綱によると、子育て世帯および若者夫婦世帯における借入限度

額について、子育て支援の観点からの上乗せを行うとしています。

具体的には、新築等の認定住宅については５００万円、新築等のＺ

ＥＨ水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅については１，０００万

円の借入限度額の上乗せ措置を講ずるとしています。  
 また、子育て世帯においては、住宅取得において駅近等の利便性

がより重視されること等を踏まえ、新築住宅の床面積要件について

合計所得金額１，０００万円以下の者に限り４０平方メートルに緩

和するとしています。  
 なお、所得税額から控除しきれない額については、現行制度と同

じ控除限度額の範囲内で個人住民税額から控除するとしています。  
 
（２）子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充  
 既存住宅のリフォームに係る特例措置について、子育て世代の居

住環境の改善の観点から、子育て世帯および若者夫婦世帯が行う一

定の子育て対応改修工事を対象に加えるとしています。  
 
（３）子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充  
 所得税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一

般枠（遺族保証）について、２３歳未満の扶養親族を有する場合に

は、現行の４万円の適用限度額に対して２万円の上乗せ措置を講ず

るとしています。  
 なお、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保

険料控除の合計適用限度額については、実際の適用控除額の平均が

限度額を大きく下回っている実態を踏まえ、現行の１２万円から変

更しないとしています。  
 また、一時払生命保険については、既に資産を一定程度保有して

いる者が利用していると考えられ、万が一のリスクへの備えに対す

る自助努力への支援という本制度の趣旨と合致しないことから、こ

れを控除の適用対象から除外するとしています。  
 以上を図示したものが、金融庁の税制改正要望において図２のと

おり紹介されています。  
 

この（３）の措置は、上記（１）および（２）の措置と異なり、

令和６年度税制改正大綱の「６．扶養控除等の見直し」と併せて行

う子育て支援税制として、令和７年度税制改正においてさらに検討

を加え、結論を得るとしています。  
 
 以上、確認してきたように、住宅税制としての（１）および

（２）の措置は先行的に対応するとされていることから、来年の税

制改正法案として成立する可能性が高い。既存の住宅ローン控除制

度と併せて確認が必要です。  
                    （ JDLSONIC より）  
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